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はじめに
東京都信用金庫協会 (以下東信協) は, 1988年から企業会員表彰制度を実施しており,
それにより表彰された企業は2010年までに約2300社に達する｡ 筆者はこの制度において長
く調査員を続けており, これまでに120社以上の企業の訪問調査を行ってきた｡ その関係
で今回, 東信協の全面的な協力の元で, これら表彰企業の調査・研究を行うことになった｡
この研究においては, これまでのデータを整理するだけでなく, 東信協加盟金庫の協力を
得て, 表彰企業のその後の動きに対する追跡調査を行うと共に, 観点を絞って個別企業へ
のヒアリングを実施した｡
本論文の構成は以下の通りである｡
１ 信用金庫の特性
２ 企業表彰制度の概要
３ 分析の方法
４ 表彰企業の分析１ 表彰時のデータを元にした分析
５ 表彰企業の分析２ 現在の表彰企業のデータを含めた比較分析
６ 本研究の含意
７ 企業表彰制度の意義と今後の課題
なお, 本文中でも触れるが, 観点を絞ってのヒアリング調査に関しては, 別稿で述べる
ことにする｡
１ 信用金庫の特性
 信用金庫の特性と現状
信用金庫は協同組織金融機関に属し, その起源は鎌倉時代頃から始まったといわれる頼
母子講や無尽といわれている(１)｡ 制度的には, 1900年に成立した産業組合法により制度化
された信用組合が発端となっている｡ その後, 都市の商工業者を対象として, 市街地信用
組合が発生し, 1943年には市街地信用組合法が制定された｡ 第２次世界大戦後, 市街地信
用組合は中小企業等協同組合法の中の信用協同組合として位置づけられ, 1951年には信用
金庫法の成立により旧市街地信用組合が信用金庫に転換した(２)｡
このように信用金庫は, その起源から協同組織としての性格を持ち続けており, 現在で
も信用金庫法等により協同組織金融機関として位置づけられている(３)｡
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 池田龍蔵 ｢稿本無尽の実際と学説｣ 渋谷隆一ほか編 『近代日本金融史文献資料集成』 第23巻に所収 2004年
日本図書センター
 岩佐与市編著 『地域金融システムの分析』 2009年, 中央経済社 80～82ページ
 信用金庫法１条に ｢協同組織による信用金庫の制度を確立し｣ とある｡
これにより, 信用金庫には事業活動に対して一定の恩典と制約が課されている｡ 恩典と
しては, 法人税, 印紙税等の減免があり, 制約としては, 営業地域の限定 (定款に定めた
範囲内, 変更には内閣総理大臣の許可が必要 (信用金庫法31条), 取引先を中小企業に限
定する, などがある｡ また, 金庫の会員に関しては, 議決権において１人１票を原則とし
ており, 出資額が反映されないようになっている｡ このように信用金庫は, 協同組織金融
機関として, 地域経済の振興と中小企業発展を事業活動の柱とし, かつ期待されているの
である｡
現在信用金庫は全国に272の金庫があり, その預金量は約120兆円に達する (2010年10月
現在)｡ これは日本全国の総預貯金額の11.1％になる｡ また, 中小企業向け貸出額は約42
兆円で, 全国の中小企業向け貸出額の16.7％を占める(４)｡ 特に中小企業専門金融機関 (信
金, 信組, 政府系金融機関) の中では約57％を占めており, 中小企業金融において, 重要
な役割を占めている｡
地域密着経営を事業の柱としている信用金庫においては, 様々な地域貢献活動を行って
いる｡ 鈴木真人・関 (2008) によれば, 各地の信用金庫が地元企業の経営者の勉強会, 子
育て支援, 産学官連携, スポーツ振興, 地域文化支援などを通じて, 地域経済活性化活動
におけるリーダー的役割を果たしている｡
また, 筆者が関わっている事例としては, 東京東信用金庫と朝日信用金庫が行っている
産学金連携事業をあげることができる｡ 東京東信用金庫では, 地域支援部を設置して東京
海洋大学, 芝浦工業大学, 千葉商科大学とそれぞれ協定を結び, 同金庫の基盤である城東
地域の中小企業の技術や経営に関する支援や商店街活性化活動を行っている｡ また, 両国
の国技館などを会場としてビジネスフェアを行い, 取引先中小企業の事業の紹介や製品の
販売等を行っている｡
朝日信用金庫は, 2004年に ｢コラボ産学官｣ という組織を立ち上げて, 産学官金連携に
より大学等の研究機関が持つ知識・技術を中小企業に仲介する事業活動を行っている｡ 最
近では地方の工業系大学 (学部) が東京で活動を行う場合の拠点づくりに中心が移っている｡
｢コラボ産学官｣ は全国に６つの支部 (青森, 埼玉, 熊本, 千葉, 富山, 三重) を持ち, 各
地の信用金庫と連携しながら幅広く活動を行っている(５)｡ 本学は千葉支部に属し, 千葉信
用金庫が中心となって行う活動 (主として中小企業を対象とした相談会) に参加している｡
これ以外でも, 各信用金庫はそれぞれが立地している地域において, 様々な地域貢献活
動を行い, 地域と共に生きる金融機関として重要な役割を果たしている｡ 地域金融機関と
しては地方銀行もあるし, 東京においては都市銀行が強いネットワークを持っていて地域
金融機関としての役割も果たしている｡ しかし, 都銀や地銀は行政機関や大企業・中堅企
業との取引が中心であり, 中小企業向け融資においては, 金額では多いものの質的な面で
中小企業が必要とする資金を必要なときに融資する体制は十分とはいえない｡
もっとも, 現在の信用金庫が上記の役割を十分に果たしているかというと, 必ずしもそ
うはいえない面もある｡ 後述するように一部の信用金庫は金融危機が深刻化した1990年代
後半から2010年までの間に再編成を急速に進め, 結果的に地銀並みの規模を持つ金庫が増
加した｡ その狙いは規模拡大による経営の安定であるが, それが地域密着や中小企業専門
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 商工総合研究所 『商工金融』, 『信金月報』 による｡
 コラボ産学官のWEBサイトより http://www.collabosgk.com/
金融機関としての性格を弱める働きをもつという指摘もある｡
この点について長谷川勉 (2000) は, 地域主義と協同組織主義の復権を主張し, そこに
懐古趣味でない現代的な意義がある, と述べている｡ つまり地域住民や会員との日常的な
接触を通じて, 協同組織金融機関としての信金が, 情報コスト, 営業費用等の低減を図る
ことができて, 経営改善につながる, というのである(６)｡ この点については, 後述するよ
うに (７を参照) 今回分析する表彰制度は, 会員企業と金庫との距離を短縮させ, 企業の
有益な情報を金庫にもたらす効果があると考えられる｡
信用金庫は地域経済の基盤を支える小零細中小企業の資金需要を支え, 経営面でのアド
バイザー機能を果たすなど, サポート役として重要な役割を果たすことが期待されている｡
現在においても, 中小企業の側からは, 信用金庫は ｢最後の砦｣, ｢中小企業の真のパート
ナー｣ として信頼されているのである｡
 東京の信用金庫
今回の調査・研究は東信協が行っている企業表彰 (後述) に関するものである｡ そこで
まず東京都における信用金庫の状況について, 整理してみる｡ 最初に東京都に本店を持つ
信用金庫は現在23金庫あるが, 1953年には71金庫が存在した｡ この時, 店舗数は231, 役
職員数は5719人であった｡ その後金庫数は減少の一途をたどるが, 店舗数は増加を続け,
1990年には1131まで増加した｡ この頃がピークでその後減少に転じ, 2010年現在の店舗数
は789店舗, 職員数は17,033人となっている｡ １店舗当たりの従業者数は1975年の47.5人を
ピークに減少を続けており, 2010年現在では19.7人となっている(７)
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 長谷川勉 『協同組織金融の形成と動態』 日本評論社, 2000年, 306～311ページ
 東信協の資料による｡
図１ 東信協加盟金庫数の推移
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図２ 加盟金庫の店舗数の推移
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また, この間に, 都内信用金庫の大幅な再編成が行われた｡ それを示しているのが表１
である｡ 都内の大規模金庫が現在のような形になった時期をみると, 2000年からの10年間
が非常に重要になってくる｡
都内の信用金庫は, 吸収合併により規模が大きくなって地銀並みの資金量を持つところ
が出る一方, これまでと同じ規模で事業を継続しているところもあり, その性格が異なっ
てきている｡ 東信協では, 加盟信用金庫を預金量により４つのグループに分類している｡
本論文でも分析をする際に, この分類を利用することにする｡ なお, 下表のグループ名は
筆者が便宜的につけたものである｡
２ 優良企業表彰制度について
 表彰制度の歴史
東信協による企業会員表彰制度 (以下表彰制度) は, 1987年から毎年実施されているも
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表１ 都内信用金庫の統合
成立年 新金庫名 合併前の金庫
1992年
2000年
2002年
2003年
2004年
2006年
昭和信金
西京信金
東京シティ
興産信金
朝日信金
さわやか
西武信金
足立成和
東京東信金
芝信金
城北信金
多摩信金
昭和, 松沢
大同, 共栄
東京シティ, 帝都, 東商, 日本橋, 京橋
興産, 神田
朝日, 浅草, 江戸川, 共積, 文京
同栄, 港, 東都中央
渋谷, 東邦
足立, 成和
東武, 三光, 中央, 協和, 大東, 小岩, 船橋
芝, 東調布
王子, 荒川, 日興, 太陽, 武蔵野
八王子, 太平, 多摩中央
東信協の資料により筆者作成
表２ 都内信用金庫の預金量による区分
資金量 金庫名 グループ名
１兆円以上 城南, 城北, 多摩, 朝日, 東京東,
さわやか, 巣鴨, 西武
メガ信金
５千億円以上
１兆円未満
芝, 東京, 青梅, 東京シティ, 滝
野川, 西京
大規模信金
２千億円以上
５千億円未満
亀有, 足立成和, 昭和, 興産 中規模信金
２千億円未満 世田谷, 東京三協, 目黒, 小松川,
東栄
小規模信金
東信協の資料により筆者作成
ので, 2010年度で24回目を迎える｡ これまでの表彰企業は通算で2311社 (第23回表彰分ま
で) で, 数例を除き重複して表彰された企業はない(８)｡ なお, 第20回の際に, 過去に表彰
された企業を24社, 特別功労賞として再度表彰しているが, この数値は上記の表彰企業数
には含めていない｡
企業を表彰する制度は行政, 団体, 新聞・雑誌等で毎年様々な形で行われているが, 本
制度のように特定地域に限定して, 中小企業のみを対象として表彰を行っている例はあま
りないのではないかと思われる｡ しかも, この表彰は過去20年以上継続しており, 2011年
度には25回目と四半世紀を経過することになる｡
企業表彰制度はどのようないきさつから始められたのだろうか(９)｡ 信用金庫業界におい
ては, 信用組合から信用金庫への転換を経て, 各金庫が金融機関としての性格を強め, 規
模拡大を目指す傾向が見られたが, それは共同組織金融機関としての信用金庫の特徴を失
わせるものという認識が強まった｡
特に1970年代になって, ドルショックや石油危機をきっかけとした不況の影響を受けた
際に, ｢地域協調しんきん運動｣ という取り組みが信金業界全体として行われた｡ この運
動が最初に提起されたのは, 1971年に行われた, 信用金庫20周年記念全国大会である｡ そ
の内容は信用金庫の本来の存在意義を再認識して, ｢地域密着, 営業店重視｣ の姿勢を確
認することから, 戦略を再構築しようとするものであった｡ 東京においても1972年から取
り組みが始まった｡ 具体的には, ｢全戸利用, 会員の増強, 会員の利用度向上, 総合力発
揮｣ を実践しようというもので, それを実行する組織として, 各区を基盤とした ｢しんき
ん協議会｣ を設置することになった｡ 最初のしんきん協議会は1974年２月に発足した荒川
区で, その後1975年までに23区すべてに置かれるようになった(10)｡
しんきん協議会は地域単位に作られた信用金庫の連合組織で, 金庫の枠を超えて, 地方
自治体や商工会議所等との連携を含めた活動を行った｡ 具体的には, 金庫の役職員が地域
の諸団体 (商店会, 町会等) の役員を引き受ける, 祭礼や交通安全活動などに積極的に参
加する, などである｡ こうした取り組みの中から, それまで都市銀行に独占されていた東
京都の制度融資の取り扱いが認められたり, 各区が実施する制度融資の取り扱いが認めら
れる, 各区が実施していた景況調査を引き受けるなど, 一定の成果が現れた(11)｡
表彰制度において, 当初重要な役割を果たしていたのがこのしんきん協議会であった｡
企業会員表彰制度実施要領によると, 企業の推薦母体としては, しんきん協議会が第１に
あがっており, 金庫単独で推薦する道が残されている (その場合は１社) という形であっ
た｡ 最近では金庫からの推薦が中心となり, このしんきん協議会経由の推薦は利用されな
くなっている｡
この表彰制度は経営者年金を財政的基盤として運営されている｡ 経営者年金は, しんき
ん協議会連合会が事業主体となって運営されている年金保険で, そのうちの東京都信用金
庫協会関係の取引によって生じる会費の一部を基にして, この企業表彰制度が実施されて
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 これまでに３回表彰された企業が１社, ２回表彰された企業が３社あるのみである｡
 この点については, 最初に会員企業表彰制度の企画立案を行った元東信協事務局長の平石裕一氏に2010年７
月にヒアリングを行い, 情報を得た｡
 東信協25年史編纂委員会, 1978年 209～218ページ
 同書 234～235ページ
いるのである｡ ここでもしんきん協議会との結びつきがあることがわかる｡
このように, 企業表彰制度は, 地域協調しんきん運動から発足したしんきん協議会を核
とした事業として実施されてきたことがわかる｡ ただ最近では, しんきん協議会のかかわ
りは減少しており, 東京都信用金庫協会とその加盟各金庫が中心となって事業を進めてい
るのが現状である｡
 表彰制度のしくみ
制度発足当初と最近とでは, 表彰にいたる過程が若干異なっている｡ 当初は上記のよう
にしんきん協議会が経営者年金の保有件数に従って枠を設定し, 地域内の金庫の支店に割
り振って, そこから企業を推薦する, という形であった｡ この方法で対象とならない金庫
に関しては, 各金庫に１社割り当てがあって, 金庫から直接推薦が行われることもあった｡
また第１回から第13回までは, 表彰部門として, ①技術革新・商品開発部門, ②販売・
サービス部門, ③人事・労務部門, ④地域社会貢献部門の４つが設定され, どれか一つの
部門に応募することになっていた｡ この部門は第14回 (2000年度) からは廃止され, 代わっ
て推薦理由として, ①新技術・新製品等の開発に成功, ②環境変化に柔軟に対応, ③販売
方法・マーケティングに新しい手法を導入, ④事業承継体制確立・適切な人事管理, ⑤伝
統工芸保存に貢献, ⑥地域社会貢献, ⑦その他の７項目が例示された｡ これらの項目は表
彰部門を示すものではなく, 応募に際しての目安にすぎない｡ さらに, 第22回 (2008年)
からは, 推薦部門が製造業部門と非製造業部門に分けられるようになった｡
推薦があった企業に対しては, 金庫が委嘱した調査員が対象企業を訪問して聞き取り調
査を行い, 調査報告書を作成して事務局に提出する｡ それを選考委員会 (研究者, 協賛団
体 [東京商工会議所, 日本経済新聞社等], 中小企業家同友会, 東京都信用金庫協会役員
らで構成) が選考してきた｡ 表彰の内容としては, 最優秀賞 (全推薦企業から１社), 優
秀賞 (第13回までは各部門ごとに１社, 14回以降は全体から数社), 協賛団体からの表彰
(東京商工会議所会頭賞, 日本経済新聞社賞など), 審査員特別賞 (審査員から推薦があっ
た企業), 特別奨励賞 (上記の賞に漏れた企業すべて) という形で賞が設定された｡ 2008
年度からは, 製造業部門と非製造業部門ごとに最優秀賞として, しんきんものづくり大賞,
しんきんゆめづくり大賞が設定されることになった｡
 表彰企業数とその概要
この制度は先にも述べたように経営者年金の会費の一部を用いて実施しており, その額
によって規模が変化する｡ 第１回が実施された1988年はバブル経済が生成されている時期
で, 金利も現在から見ると高水準にあり, 資金的にゆとりがあったが, 1990年代後半にな
ると会費が減少し, 規模が縮小した｡ 図３で明らかなように, 表彰企業数は1996年 (第10
回) の198社をピークに減少し, 最近では毎年50社程度にまで低下している｡
既に述べたように, 表彰対象企業は1999年までは部門別に推薦されていた｡ この部門別
で表彰企業を見ると, 図４のようになる｡ 当初は技術革新部門が多かったが, 次第に販売
サービス部門が増加し, 1998～99年ではほとんど同数になっている｡ また, 人事労務部門
は地域貢献部門と共に少なくなっている｡ これは, 技術革新・販売サービス部門が外から
見て比較的わかりやすく, 推薦しやすいのに対して, 人事労務と地域貢献はその企業の内
容をよく知っていないとわかりにくいことや, 地域貢献のように取り組みを行っている企
業が少ないことが影響していると思われる｡
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部門別で分けて表彰していた第１回から第13回までの累計数をみると, 総数1691社のう
ち技術革新が777社 (45.9％), 販売サービス部門が606社 (35.8％), 人事労務部門が221社
(13.1％), 地域貢献部門が87社 (5.1％) となっている｡ 後で述べるが, 表彰企業を業種別
に見ると, 製造業の比率が高くなっている (全体の52.6％が製造業)｡ 技術革新部門の企
業はほとんどが製造業であり, 他部門でも製造業が入っているので, 製造業の比率を高め
る要因の一つとして, この部門構成をあげることができるだろう｡
 表彰企業と金庫
表彰対象となった企業は, 各金庫からみるといずれも優良取引先であり, 各金庫がメイ
ンバンクとなっているケースが多い｡ また取引期間も創業以来とか支店開設以来など長期
にわたるものが中心である｡ 筆者が調査員としてこれまでに直接聞き取り調査を行った117
社の企業に限ってみても, 平均取引期間は約23年であり, 長い企業は50年を超えている｡
その意味では, 表彰企業は金庫の主要取引先であり, 信金経営の柱になってきた企業だ
ともいえる｡ つまり, 表彰制度によって浮かび上がってきた約2300社の企業の多くは, 東
京の信用金庫の重要なパートナーだといってもよいのではないか｡ このことから, 表彰企
業分析は, 信用金庫の経営に関する分析の一部をなすとみることができよう｡
この点に関しては, 推薦する側の信用金庫については, 表１, ２で示したように2000年
以降の再編成によって金庫間の規模の違いが大きくなっており, それによって企業と金庫
の関係がそれまでと違ってくる可能性がある｡ この点も今回の調査で分析の対象とした｡
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図３ 年度別表彰企業数 (実績)
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図４ 部門別表彰企業数
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３ 分析の方法
今回の調査においては, 東信協の協力により表彰企業に対する追跡調査をすることがで
きたので, 次のような方法で進めることにした｡
最初に表彰時点において作成された資料をもとに, 表彰企業の全体像を把握する｡ これ
を分析１と呼ぶ｡ 次に表彰企業の現在の状況について, 推薦した各金庫に依頼してデータ
を出してもらい, 表彰時との比較で分析を行う｡ これを分析２と呼ぶ｡
また, 中小企業専門, 地域密着性という信用金庫の特性を考慮して, 次の～の項目
に関して分析１, ２に共通して分析を行うことにした｡
企業規模 地域との関連 業種 推薦金庫との関連
このうちについては, 表彰企業の特定地域への集積や地域と業績との関係などを分析
し, については追跡調査を踏まえた分析２で検討を行うことにした｡
４ 表彰企業の分析１
 データの特性と限界
企業表彰において用いられた資料は次の３点である｡ ①推薦金庫からの資料 (各種デー
タ, 推薦理由など), ②調査員が書いたレポート, ③ 『表彰企業の概要』 (東信協が外部に
公表した文書, 以下 『概要』)｡ このうち, 表彰企業の資料として最も詳細なデータが記載
されているのが①で, そこには売上高, 従業者数, 業歴, 創業者・経営者の属性 (学歴・
創業者であるか否か, 年令), ３年間の利益, 金庫との取引期間等が示されている｡ ②と
③は企業の推薦文としての記述と売上高, 従業者数, 業歴はあるが, 経営者の属性や利益,
金庫との取引期間は出ていない｡ しかし, ①, ②の資料を保管していた東京都信用金庫協
会の事情 (事務所の引っ越し) により, 第１回から第23回までのすべての年の資料を得ら
れたのは③の 『概要』 だけであった｡ ①に関しては, 2006年以降の分しか残っておらず,
②に関しては筆者が保管している第11回以降の分しか確認できなかった｡
第１回から23回までの表彰企業は全部で2311社である｡ このうち, 第１回から第３回ま
での 『概要』 では, 個別企業の住所, 売上高, 経営者氏名, 創業年などのデータが省略さ
れ, さらに第１回～第２回は推薦文も要点しか記述がなくて, その企業を理解することは
かなり難しい状況にある｡ 第３回では売上高, 従業者数はあるが, 住所が出ていない｡ 第
４回以降の 『概要』 においては, 上記のデータが出ているので, 分析に利用できるが, 第
３回までの企業 (309社) については残念ながら分析対象とすることができなかった｡ 但
し, 売上高と従業者数で分析する場合は, 第３回のデータも含めて見る場合がある｡ した
がって, 以下に行う分析においては, 基本的には第４回～第23回までの表彰企業 (2002社)
を対象として行うことになる (第３回を含めると2122社)｡
これらの企業の中には, かつて東信協の会員であって, 現在は離れている金庫 (普通銀
行に転換したものもある) が, 会員時代に推薦した企業が57社あり, そのうちの一部 (第
１回から第３回までの表彰分を除く) が2002社に含まれている｡ 従って, 各金庫に依頼し
て行った追跡調査において戻ってきた企業数はそれより少なく, 1922社 (内不明倒産を含
めた有効数は1894社) となっている｡ 分析２の対象となるのはこれらの企業である｡
これらの企業が表彰されたのは, バブル絶頂期の1990年から2009年までであり, この間
にバブル崩壊と長期不況, 金融不安 (1997～1998年), いわゆるリーマンショック (2008
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年) などの経済的激変があったり, IT 革命によって情報通信分野が急成長を遂げる, 少
子高齢化により福祉・介護ビジネスが拡大するなど, 産業構造も大きく変化してきた｡ ま
た, すでに述べたように, この間に信用金庫業界が再編成によって大きく変化し, 規模の
小さな金庫が減少して大きな金庫に再編成される, という事態が進行した｡ こうしたなか
で毎年50～100社 (最大は1998年の198社) が表彰されてきているので, 表彰企業には様々
な影響が反映されていると見る必要がある｡
また, 後で述べるが, 表彰された企業の中にも, これまでに倒産・廃業で姿を消したり,
転業により表彰対象となった事業を行っていない, あるいは事業所を移転した, 社名を変
更した, など様々な変化を遂げている｡ 分析１においては表彰当時のデータを元に分析を
行うことにした｡
さらに分析２においては, 表彰企業の現在に至るまでのあいだの変化について, 社名や
事業内容, 売上高, 従業者数のデータを金庫から出してもらい, これらを踏まえた分析を
するようにした｡
但し, 表彰後の個別企業のデータについてはいくつか問題がある｡ 一つは現在の売上高
に関するもので, 各金庫には ｢万円単位｣ でデータの提供を依頼したが, 一部のデータが
｢千円単位｣ で表記されていた｡ こちらで分析していて疑問があったものについては各金
庫に問い合わせて確認して修正したが, すべてのデータについて再調査したわけではない
ので, データの信頼性に若干問題がある可能性がある｡
さらに, 従業者数に関しても, 表彰時には非正規雇用を含めてデータを把握していて,
現在の雇用者についても同じ趣旨で調査したつもりであるが, この点が徹底されていなかっ
たため, 現在の従業者数が正社員のみなのか非正規雇用を含むかについては曖昧となって
いる｡
これらのことがあるので, 現在の売上高を用いた分析 (特に表彰後のパフォーマンスに
関するもの) のデータについてはおよその傾向として理解してほしい｡ また, 現在の従業
者数に関しては表彰時と比較した分析は行わなかった｡
ただ, こうした制約があるものの, この表彰制度によって表彰された企業を見ることで,
この間の経済変動や金庫を取り巻く環境変化が, 取引先企業にどのような影響を与えたの
か, 信用金庫の主要取引先であるこれら企業が, この時代にどのような結果を残している
のか, などを分析することができると考えている｡
 表彰企業の規模
データが確認できる第３回 (1991年) 以降の表彰企業2122社について, その１社あたり
の規模を見てみると, 売上高は11億2131万円, 従業者数は48.03人, 従業員１人当たりの
売上高は2490万円となっている｡ なお中央値は売上高が約４億５千万円, 従業者数が約21
人となっている｡ 表彰企業の平均的な規模は中央値を参考にしたほうが実態に近いのでは
ないかと思われる｡ 年次別の推移を示したのが次頁の図５である｡
2007年が高くなっているのは, この年の表彰企業の中に, 売上高が１社で242億円と105
億円という大きな規模の企業が含まれていたからである｡ それを除くと少し高くなる程度
である｡ この図である程度把握できるように, この21年間の表彰企業の売上高は, 微増傾
向にある, といって良いであろう｡
次に１社当たりの従業者数を図６で見ると, こちらも2007年のピークを修正すると, 微
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増傾向と見ることができる｡ 2009年の規模が落ち込んでいるので, これを除けば30人台か
ら60人台に２倍になったと見ることもできる｡
図７で１社当たりの従業者１人当たり売上高を見ると, こちらは年による増減はあるが
ほぼ横ばいと見ることができる｡ この間の従業者１人当たりで見た企業の成長は, ほとん
どなかったと見ることができよう｡ ただ, 別の見方をすると, 信用金庫の優良取引先企業
の規模や売上高は, この間経済的激変があったにもかかわらず大きな変化はなかったと見
た方が現実的であるかもしれない｡
これらのデータで見る限り, この21年間に表彰された2100社あまりの企業に関しては,
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図５ 表彰企業の売上高 (１社平均, 単位：万円)
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図６ 表彰企業 １社当たり平均従業者数の推移
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図７ 表彰企業の１人当たりの売上高の推移 (単位：万円)
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規模が若干増大しているが, その従業者１人当たり売り上げ高で見る経営実績はあまり変
化がない, ということになるであろう｡
表彰企業について従業者数規模別に見ると, 図８のようになる｡ 参考までに 『事業所・
企業統計』 の規模別分布と比較しているが, 表彰企業では10～19人のところがピークになっ
ており, １～４人の比率は一般企業の分布とくらべるとかなり低い｡ これは, 優良企業と
して金庫の各支店からの推薦によって実績のある企業が選定されていることが影響してい
るとみてよい｡ 従業者数が最も多い企業は1850人 (表彰時) を擁する企業で, 有線放送事
業を全国展開している企業であった｡
 地域
図９により表彰企業の所在地域について見てみると, 偏りが見受けられる｡ 東京都にあ
る信用金庫の取引先であるから, その分布は東京都とその周辺の３県 (神奈川, 埼玉, 千
葉) であるが, 圧倒的に東京23区が多く, その中でも城東・城北地域の企業が多くなって
いる｡ 特に足立区, 江戸川区は100社を越えており, 港区や文京区など都心部の区を大き
く引き離している｡ 多摩地区では八王子市が60社の表彰企業を出していて, 市町村では最
も多くなっている｡ 23区が全体に占める比率は, 約４分の３の74.1％になっており, 多摩
地区 (14.9％), 埼玉県 (8.1％) を大きく引き離している｡ この表彰制度は都内各区市に
設置されているしんきん協議会や金庫各支店から推薦されており, 支店数の比率に応じて
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図８ 従業者規模別分布の比較
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図９ 区市別表彰企業数
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各区市に割り当てられている｡ そのため, 23区内の企業が多く選出される構造になってい
る｡
ただ, 表彰企業と金庫支店の分布は必ずしも一致しない｡ 表５で示したように, 支店数
の比率が高い地域が表彰企業が多いとは限らず, 逆に金庫比率が低い地域で表彰企業の比
率が高い地域もある｡ 具体的には, 台東区, 荒川区, 足立区, 墨田区の城東・城北地域で
表彰企業の比率が金庫店舗数の比率を１ポイント以上上回っており, 反対に世田谷区, 大
田区, 品川区, 江戸川区については１ポイント以上下回っている｡
この点については, 大田区・品川区・世田谷区を中心に営業拠点を持つ, 信金最大手の
城南信用金庫がこの表彰制度に加わっていないことが大きく影響しているものと思われる｡
しかし, 台東区・荒川区のように, 金庫の支店数がそれほど多くないのに表彰企業の比率
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表３ 地域別表彰企業数
東京23区 1485社 (74.1％)
多摩地区 299社 (14.9％)
埼玉県 163社 ( 8.1％)
神奈川県 31社 ( 1.5％)
千葉県 24社 ( 1.2％)
合計 2002社
表４ 都内金庫支店数 (2010年)
東京23区 625
多摩地区 164
表５ 23区における信金店舗数と表彰企業
数の比率の比較
信金店舗数
の比率Ａ
表彰企業数
の比率Ｂ
Ｂ－Ａ
台 東 区 3.9％ 6％ 2.1
荒 川 区 3.75％ 5.7％ 1.95
足 立 区 8.7％ 10.6％ 1.9
墨 田 区 3.97％ 5.4％ 1.43
豊 島 区 3.09％ 4％ 0.91
葛 飾 区 5.16％ 6.1％ 0.94
千代田区 1.96％ 2.7％ 0.74
板 橋 区 5.27％ 5.7％ 0.43
文 京 区 1.65％ 2.1％ 0.45
練 馬 区 4.98％ 5.4％ 0.42
渋 谷 区 2.57％ 2.9％ 0.33
江 東 区 3.53％ 3.7％ 0.17
中 野 区 3.69％ 3.7％ 0.01
新 宿 区 4.46％ 4.4％ －0.06
北 区 4.37％ 4.3％ －0.07
目 黒 区 2.47％ 2.2％ －0.27
港 区 2.92％ 2.2％ －0.72
杉 並 区 3.96％ 3.2％ －0.76
中 央 区 3.12％ 2.3％ －0.82
江戸川区 8.59％ 7.1％ －1.49
品 川 区 4.04％ 2.3％ －1.74
大 田 区 7.38％ 4.7％ －2.68
世田谷区 6.45％ 3.4％ －3.05
表６ 郵便番号別表彰企業分布数
郵便番号 企業数 地域 区名
1160014 16 東日暮里 荒川
1160011 14 西尾久 荒川
1160013 13 西日暮里 荒川
1310041 12 八広 墨田
1160012 12 東尾久 荒川
1160001 12 町屋 荒川
1240006 11 堀切 葛飾
1160003 11 南千住 荒川
1320035 10 平井 江戸川
1310032 10 東向島 墨田
1110032 10 浅草 台東
が高いことについては, 分析が必要である｡ この点については４ので分析することにし
たい｡
なお, 多摩地域では八王子, 小平, 武蔵村山で表彰企業の数値が高くなっている｡ 特に
八王子は表彰企業数が63社で図６にあるように北区と並んで11位になっている｡ しかし,
同市の面積は広く, 23区と比較すると特定地域への集中度は高くない｡
また, 表彰企業の所在地を郵便番号で集計したところ, 表６のように荒川区が圧倒的に
高い比率を占めていることがわかる｡ また, 別の見方をすると, 荒川・隅田川流域の地域
において, 表彰企業の集積が形成されているということが観察できる｡
この地域に集積している企業群と表彰企業との関連の分析につては別稿に譲るが, この
地域が明治期以降に製造業の集積が形成されており, その歴史を背景として成り立ってい
ること, ここで発展してきた製造業は機械・化学・金属などの重工業から繊維・雑貨・木
工製品等のいわゆる軽工業まで幅広くあったこと, それがこの表彰企業の分布に反映され
ていること, は指摘しておきたい｡
表彰企業の分布を地図上で示したのが図10である｡ これを見ると, 全体的に城東地域に
偏っている事が確認できる｡ また, 多摩地域においても八王子周辺や東大和・武蔵村山周
辺に小さな集積を見ることができる｡
 業種
図11により表彰企業を業種別に見てみると, 製造業の比率がかなり高くなり, その一方
で卸小売業, サービス業, 教育・医療等の第３次産業に属する産業の比率が低くなってい
ることがわかる｡ これは何を意味するのであろうか｡
その要因は２つある｡ 一つはこの表彰制度の内容と関係している｡ 既に２ので述べた
ように, 第１回から第13回まで, 企業を推薦する部門が４つに分かれていたことである｡
すなわち, 技術革新, 販売・サービス, 人事・労務管理, 地域貢献の４部門である｡ 図２
でわかるように, ４部門のうち最も多いのが技術革新・商品開発部門であり, そのほとん
どが製造業である｡ 信用金庫側としては, 何か優れた技術や製品をもっている企業は推薦
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図10 表彰企業の分布
しやすい｡ このことが, 製造業の比率が高い傾向が生じる一つの要因となっている｡
もう一つが信用金庫の主要顧客として, もともと製造業の比率が高いことも指摘できる｡
また, 信用金庫が製造業のメインバンクになっている傾向があるという指摘もある(12)｡ 図
11であきらかなように, 表彰企業の54％が製造業になっている｡ この事実は, 『事業所・
企業統計』 でみた東京都全体の業種別構成 (製造業：９％, 卸小売：26％, サービス：20
％など) とは明らかに異なるものになっているのである｡
５ 表彰企業の分析２ 表彰後のパフォーマンス
 全体の状況
住所・業種等の判断できる表彰企業は第４回以降の2002社である｡ これら企業について,
東信協と各金庫の協力を得て, 2010年６月～８月に現在の表彰企業に関する調査を行い,
社名, 事業内容, 売上高従業者数等のデータを得た｡ データの提供については, 全金庫か
ら協力を得られたが, すでに指摘したように普通銀行への転換や他県の金庫に吸収された
ものなどがあり, 表彰企業すべてについて回答を得ることはできなかった｡
表彰企業の中には表彰後すでに20年以上経過している例もあり, 倒産・廃業で事業を行っ
ていないものや, 金庫との取引がないものなど, データを得られなかった企業があった｡
調査結果の概要は表７の通りである｡ 図12で不明になった企業の表彰年次を見ればわかる
ように, 表彰年次が古い企業ほど, 金庫との関係が遠くなるものが出ている｡ また, この
間に都内の信用金庫の間では再編成が進み, 小規模金庫が大規模金庫に統合されている｡
こうした変化の中で関係が疎遠になる企業が出てきた可能性もある｡
ただ, この間の中小企業を取り巻く環境を考慮すると, 表彰企業は全体としてはかなり
― ―14
図11 表彰企業の業種別内訳
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表７ 表彰企業の表彰後の概要
データ有企業
(Ａ)
倒産企業
(Ｂ)
廃業企業
(Ｃ)
不明企業
(Ｄ)
合計
(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)内売上高増 内従業者増
1452 429 459 119 33 290 1894
 岩佐代一編 『地域金融システムの分析』 2009年, 中央経済社 97ページ
健闘しているとみてよいのではないかと思われる｡ 1990年以降の日本経済は, ｢失われた
10年｣ が ｢20年｣ といわれて不況が長期化し, アジア経済を中心とした新興国の追い上げ
で国内の製造業を中心に生産拠点の海外への移転が進んだ｡ また, 90年代末に生じた金融
機関の業績悪化は, 中小企業向け融資の縮小により中小企業経営に大きな影響を与えてき
た｡ さらに, 90年代半ば以降に急速に進展した IT 革命とそれによる産業構造の変化が,
それまでのビジネスモデルを陳腐化させて, 対応できない企業を市場から退去させる, と
いう激しい変化が生じている｡ さらに2008年９月に発生した ｢リーマンショック｣ 以降の
経済の急激な縮小とその後続いているデフレ経済の影響で, 各企業共にかなり厳しい経営
を迫られているようである｡
図12は倒産 (又は不明) になった企業が表彰された年次と, 実際に倒産した年を示した
ものである｡ 倒産年が不明の企業もあるので, これによって断定的なことはいえないが,
表彰企業で倒産になった時期を見てみると, 全体的には表彰時期は2000年以前で実際に倒
産になったのが2005年以降という形になっている｡ 環境変化が激しくてついていけなくなっ
たか, あるいは経営手法に問題があったのか｡ 倒産に至る情報がないので正確なことは断
定できないが, 企業が生き残ることの厳しさを物語るデータである｡
不明についても多くは2000年以前の表彰企業であって, 最近表彰された企業は金庫との
つながりを保っている｡ 表１で見たように, 信用金庫業界の再編成が2000年以降に進んで
おり, 表彰後に再編成の時期の混乱 (店舗整理, 人員削減) で離れていった企業があるの
ではないかと推測される｡ ただ, この点についても情報がないので断定的なことはいえな
い｡
こうした状況にもかかわらず, 表彰時と比べて全体として売り上げが増加した企業が
429社 (22.6％, 不明企業も含む全回答企業に対する比率) ある (表７参照)｡ 表彰年がそ
れぞれ異なるし, 増加額も異なるので一概には言えないが, この時期に業績を拡大できた
企業はかなりの力があると見ることができよう｡
一方, 倒産になった企業の比率が約6.3％で１年平均にすると約６件になる｡ 少ない数
ではないが, 20年間の累積であることを考えると, 多いとはいえない｡ 最近表彰された企
業の倒産は少ないが, レベルの高い賞を受賞した直後に倒産した企業もあり, 企業経営の
評価の難しさを物語っている｡
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図12 表彰企業の表彰時期別倒産・不明状況
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 金庫の規模によるパフォーマンスの差
東信協の加盟金庫は, 規模に大きな違いがあり, 便宜上４つのグループに分けられてい
る｡ この区分を利用して, 表彰企業のパフォーマンス (特に売上高) にどのような違いが
出ているかを見てみる｡
まずグループであるが, 表２で示したように預金量により４つの区分が設定されている｡
これらのグループにおいて, パフォーマンスがどのように変化しているかをデータで確認
してみる｡ 具体的には, 表彰時と現在との売上高の差額を求め, それを上記のグループご
とに集計した｡ 表彰年度ごとに示すとサンプル数が少なくて変化が多く, わかりにくくな
る｡ そこで, 図13で示したように５年平均の変化で見て比較することにした｡
これによると, 売上高が増えているのは1990～2004年の中規模金庫, 00～04年のメガ金
庫がそれぞれ推薦した企業で, それ以外の企業は売上高が減少している｡ 特に2005～09年
に表彰された企業の実績はすべてのグループで減少している｡ 中でも大規模金庫と小規模
金庫の推薦企業が売上げを大きく落としており, 平均値としてであるがすべての期間にお
いて売上高が表彰時より低下している｡
但しこれらのデータはすべて集計値であり, 既に見たように個別に見ると売上高を伸ば
している企業もある｡ また, 特定企業の売上高の伸び (減少) が大きいとそれが全体に影
響してしまう例もある｡ この集計値についてはおよその傾向として見るべきで, これによ
り厳密な分析をすることは困難であると考える｡
図14は1990年～2009年までの20年間の通算で見た売上高の変化である｡ すべてのグルー
プにおいて表彰企業の実績が落ち込んでいることがわかる｡ 金額的に見て, 大規模金庫グ
ループの表彰企業の落ち込みが最も大きくなっている｡
次に図15で倒産状況を見てみると, 大規模金庫の表彰企業の倒産比率が他と比較して高
いことがわかる｡ このデータは, 各グループごとに表彰時の売上高で規模別に整理して,
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図13 金庫グループ別１社当たり売上高実績の推移 (単位：万円)
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図14 20年間のグループ別実績 (１社あたり売上高差額別, 単位：万円)
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その規模ごとに倒産比率を求めたものである｡ それを見ると, １億円から50億円までの範
囲で, どのグループにおいても大規模グループの倒産比率が他と比べて高いことがわかる｡
図13, 14のデータから, 大規模信金グループに含まれる金庫の推薦企業の表彰後の実績
が, 他のグループの金庫の推薦企業と比較して, パフォーマンスがよくないことが確認で
きる｡ サンプル数が少なくかつ個別企業の情報がないので, その要因までは断定できない
が, 金庫の規模拡大から現在の状態に至る過程とその後の事業展開において, 何らかの課
題が存在した可能性はある｡
表８により規模別グループの実績を企業の１社あたり売上げ高規模別で詳細に見ると,
全体では規模が大きくなると表彰後の売上高の減少幅が大きくなる傾向にあることがわか
る｡ 各金庫グループでみると, 小規模金庫グループと大規模金庫グループの場合, ほとん
どの階層で売上高が表彰時より落ちている｡ 中規模金庫グループの場合, 売上高が表彰時
で10億円未満の企業は全体的に業績が向上しているが, 10億を超えるとマイナスになって
いる (20～50億円の階層は増加)｡ これに対して, メガ金庫は全体的にマイナスとなって
いるが (50～100億円の階層は増加), １億円未満と１～５億円の階層では減少幅が1000万
円未満と少なく, 表彰後の業績が安定していることがわかる｡
小規模信金の１億円未満, 20億～100億円と, 中規模信金の50～100億円の階層は対象企
業が３社以下となっており, 個別企業の実績が大きな影響を与えるので数字を出さなかっ
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表８ 表彰企業規模別金庫規模別売上げ実績 (単位：万円)
売上高規模別区分 小規模信金 中規模信金 大規模信金 メガ信金 全体
１億円未満 －－－ －534 －1349 －988 －627
１億～５億 －6367 －1192 －14371 －708 －2200
５億～10億 14814 165997 －9894 －10920 －5741
10億～20億 －22650 －37468 －31270 －8817 －10371
20億～50億 －－－ 28831 76573 －37238 －6072
50億～100億 －－－ －－－ －72525 8088 －68121
100億以上 0 0 －582111 －130325 －335681
注 表中の－－－はサンプル企業数が３社以下のためデータを示していない｡
売り上げ実績＝１社当たりの現在の売上額－表彰時売上額である｡
図15 金庫規模別売上高規模別倒産比率 (単位：％)
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た｡ 表８から見る限り, 小規模信金, 中規模信金においては売上高５～10億円の企業のと
ころに強みがあり, 大規模信金, メガ信金においては１億円未満と１～５億円の企業に強
みがあることが推定できる｡ 20億円以上の規模では, 中規模信金, 大規模信金で売上が伸
びている｡ 一方メガ信金の場合は, 50～100億円のところだけが売上高を増加させている｡
以上のことから, 小規模信金の場合は売上高が５億円, 中規模信金の場合は10億円を境
に, 得意な分野が分かれる｡ 大規模信金では20億円以下の企業のパフォーマンスが他の金
庫グループより低く, メガ信金は５億円以下と50～100億円の階層でパフォーマンスが良
い (悪くない) と言うことが指摘できる｡ ただ, 既に指摘したように現在の売上高データ
の信頼性に若干の問題があり, かつサンプル数が少ないところもあるので, 以上の指摘は
およその傾向として把握すべきものと思われる｡
表８において, 小規模信金と大規模信金, メガ信金の表彰企業のほとんどが, 表彰時と
比べて売上高を落としているのが注目される｡ 図15でわかるように, 大規模信金は倒産比
率も他より高い｡ 但し, 倒産件数は全体で119件であり, それを４つのグループに分ける
ので, 各階層のサンプル企業数が少なく, 個別企業の実績が全体のデータに大きな影響を
与えることになる｡ 従って, このデータだけで一般的な傾向として捉えることはできない｡
図16でわかるように売上高規模別で最も企業数が多いのは１～５億円とその次の５～10億
円であるが, 表８でこの階層の実績を見ると, 一部を除いて業績が悪くなってはいないか,
上昇している｡ 売上高１～10億円の企業数で全表彰企業の67.3％を占めているので, これ
らの階層の実績が表彰企業全体の傾向を示していると考えて良いであろう｡
次に倒産・廃業以外に金庫との取引がなくなった企業 (これを不明企業と呼ぶ) もかな
りあるので, それを分析する必要がある (図17, 18)｡ 不明企業数は全体で290社あり, 表
彰企業の約15％を占めている｡
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図16 売上高規模別企業数 (表彰時)
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図17 売上高規模別廃業・倒産・不明企業の比率 (単位：％)
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不明企業の場合, 金庫との取引がなくなったということで, 企業そのものが消えたわけ
ではない｡ 一部の企業についてWEBなどで調べてみると, 事業活動を行っている企業は
多いが, 中には倒産や廃業等で事業を行っていない企業もあるし, 逆に規模を拡大した企
業もある｡
問題はいかなる理由によって金庫との取引が途切れたかということである｡ 通常の場合
とは異なり, 企業表彰によって金庫との友好的な関係が形成されたであろう取引先である
ので, その要因については分析の必要があるものと思われる｡
図17, 18を見ると, 売上高規模別では１億円未満と10～20億円の階層で不明比率が高く
なっている｡ また, 15億円以上の階層では, 倒産・廃業を含む数値 (右) が多くなって不
明 (左) との差が開いている｡ また金庫の規模別で見ると, 規模の大きい金庫のグループ
ほど, 不明比率が高くなっている｡ この点については, この間の信用金庫業界の再編成が
影響しているものと思われる｡ すなわち, 小規模金庫が統合されて大規模な信金を形成す
る過程で, 支店の統廃合や職員の移動などがあり, それまでの取引関係に影響があったの
ではないかということである｡ そうした再編成を行わなかった金庫の場合は不明先数も倒
産数も少なくなっていることからも, そうした指摘ができる｡
 地域によるパフォーマンスの違い
３ので見たように, 表彰企業の分布には偏りがある｡ もともと信金の店舗数が多い23
区 (特に城東・城北地域) には, 表彰企業の84％ (城東・城北地域には46％) が集中して
いるのである｡
図19は地域別に見た表彰企業の実績 (現在時売上高－表彰時売上高の集計値の１社あた
り平均値) である｡ プラスとなった八王子市, 渋谷区, 中野区, 千代田区, 新宿区は当該
地域の表彰企業において, 現時点の売上げが平均では表彰時より伸びているということを
示している｡ それだけ地域全体として伸びている企業が多いと見ることができる｡
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図18 不明企業比率 (単位：％)
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図19 市区別実績 (１社あたり売上高差額, 単位：万円)
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図20は特化係数により表彰企業の地理的集中度の度合いを示している｡ 特化係数とは,
個別項目の構成比 (この場合は表彰企業の分布) が全体の構成比 (この場合は 『事業所・
企業統計調査』) と比べてどの程度偏っているかを示す係数で, この場合は 『事業所・企
業統計調査』 での地域別事業所数の比率で表彰企業の地域別分布の比率を割ったものであ
る｡ 数値が高い方が表彰企業の集中の度合いが高いことを表している｡
19図と20図により, 表彰企業の特化係数が高く (つまり表彰企業がより多く集まってい
て), １社平均の売上高が好調な地域を選び出してみると, 荒川区, 葛飾区をあげること
ができる｡ 両区とも売上高ではマイナスとなっているが順位は６位と７位でマイナスの値
は少なく, それほど悪化していない上に特化係数が高い｡ この２地域を高集積・高パフォー
マンス地域と呼ぶことにする｡ この地域の業種別構成をみると, 図21のようになる｡
これらの地域では製造業の比率が高く, 特に機械・金属産業の企業が多く表彰されてい
る｡ もともと荒川区・葛飾区は, 明治期から化学・金属関係の企業が立地しており, 関東
大震災以降に中央区や台東区などから製造企業が移ってきて発展してきた地域である｡ 業
種としては, 化学・機械・金属の他に家具・木工, 繊維, 化学, 雑貨などの企業が立地す
るようになった｡ 戦時中には機械・金属関係の企業も増加し, 戦後の高度成長期には一定
の産業集積を形成していた(13)｡
この地域の表彰企業の事業内容を見ると, 一般機械, 建築金物, 皮革製品, 繊維などの
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図20 表彰企業特化係数上位市区
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図21 高集積高パフォーマンス地域の業種 (荒川・葛飾)
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 『荒川区の機械金属工業とその振興策』 (2000年, 政治経済研究所) による｡
事業を行っている企業が見受けられ, これまでの歴史的経路が, 現在の表彰企業において
確認できるのは興味深い｡
また, これらの地域の産業集積が, 結果として高パフォーマンスを実現しているという
ことは, そこに何らかの集積の効果が働いている, と見ることができよう｡ 筆者はこの点
については, 別稿で分析をする予定である｡
その一方で, 表彰企業の高集積がありながら, 低パフォーマンスとなっている地域があ
る｡ 具体的には武蔵村山市, 西多摩郡, 小平市などの多摩地域の郡市と, 墨田区, 板橋区,
北区, 台東区など城東・城北地域の区である｡ このうち売上高実績で11位以下, 特化系数
で15位以内の地域を高集積低パフォーマンス地域として分析した｡ 多摩地域の各市はサン
プル数が少ないので, 分析対象からはずした(14)｡
墨田・板橋・北・台東の４区の場合, 表彰企業数が合計で318社と都内表彰企業の18.0
％を占めている｡ 図22でわかるように, これら４区の合計値で見た場合, 表彰企業に占め
る製造業が60％と高くなっているが, 機械・金属関係は24％で, 残りは繊維・雑貨・ゴム・
皮革等のいわゆる軽工業分野の業種である｡
これらの産業は消費財製造業が中心で, 消費地に近い立地条件を生かせば好業績が期待
できるが, 売上高が平均して表彰時より落ちているということは, 多くの企業がこの条件
を生かすことができていない, ということになる｡
 業種別分析
表彰企業の業種別構成については, すでに図11で示したとおりである｡ 事業所・企業統
計で見る一般的な業種別構造と比較して, 製造業 (54％) に大幅に偏っていて, 卸小売や
サービス業, 飲食業が少なくなっているという特徴を持っている｡
そこで, これらの業種別に売上高が表彰時と現在とでどう変化したのかを見たのが図23
である｡ これを見るとわかるように, 製造業や建設業, 宿泊飲食業のように, 業績が低下
している業種が多いことがわかる｡ 良くなっているもののうち, 生活関連サービス業や教
育学習支援産業は企業数が全体の３％弱と低くなっている｡ 今後発展が見込まれる医療福
祉分野は表彰企業数が少ないため, ここには示していない(15)｡ 宿泊・飲食業の落ち込みが
大きいのが特徴的であるが, 表彰企業数が最も多い製造業の実績がそれほど悪くないのも
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図22 高集積低パフォーマンス地域 (墨田・北・板橋・台東) の産業構造
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 各市区の表彰企業数は, 武蔵村山21, 西多摩16, 小平21, 台東89, 板橋85, 墨田80, 北64となっている｡
 １業種について表彰企業数が10社以内の業種については示していない｡
注目すべきであろう｡
そこで, この製造業について, 企業数を中分類で実績を見ることにする｡ 図24でわかる
ように, 金属・機械関係の企業が多くなっている｡ 東京の地場産業でもある印刷・食品を
除くと, 表彰企業は金属製品, 生産用機械, 業務用機械など機械関係の業種に偏っている｡
但し輸送用機械関係の企業は少ない｡ 金属・機械関係に絞って企業数を見ると, 全部で
390社となっており, 売上高の変化が確認できる1438社の27.1％, 製造業に対しては50.3％
と半数を占めている｡
図25で製造業中分類による実績を見ると, 売上高が増加した業種は電子部品, 情報通信
機器, プラスチックで, 多くの業種は微減となっている｡ 家具木工, 輸送用機械, 汎用機
― ―22
図24 表彰企業数 製造業の中分類別内訳
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図25 製造業中分類別実績 (単位：万円)
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図23 表彰企業産業別実績 (１社あたり売上高差額, 単位：万円)
́ 
́ 
́ 
́ 




↢
ᵴ
㑐
ㅪ
ࠨ
࡯
ࡆ
ࠬ
ᢎ
⢒
ቇ
⠌
ᡰ
េ
෈
ዊ
ᄁ
⵾
ㅧ
ᬺ
ઁ
ߦ
ಽ
㘃
ߐ
ࠇ
ߥ
̖
ኾ
㐷
ࠨ
࡯
ࡆ
ࠬ
㔚
᳇
᳓
㆏
ㆇ
ャ
ਇ
േ
↥
࡮
‛
ຠ
⾓
⾉
㊄
Ⲣ
࡮
‛
ຠ
⾓
⾉
ᑪ
⸳
ᬺ
ኋ
ᴱ
㘶
㘩
械, 繊維, 紙パルプは減少幅が大きい｡ 製造業が衰退しているといわれる東京において,
表彰企業は全体としてはかなりがんばっているのではないかと思われる｡ あるいは, 製造
業の中で生き残っている強い企業が表彰企業として浮かび上がっている, と見た方がよい
かもしれない｡
 企業規模別分析
すでに４ので見たように, 表彰企業の平均規模 (表彰時) は, 売上高が11億2131万円,
従業者数は48.03人となっている｡ 図26により表彰企業を規模別に見ると, 99人以下の層
が多くなっており, 特に10～49人で58％となっている｡ 信用金庫の取引先企業は一般的に
は小零細企業であるが, 10～49人の層が信用金庫の取引先で中核となる優良企業であると
いうことができよう｡
そこで, 図27で規模別に売上高の変化を見てみると, 200人以上の規模では変化が大き
いのに対して, 50人未満の層では売上高の変化が少ないことがわかる｡ この中で売上が増
加しているのは, １～４人 (842万円) と300人以上 (４億4135万円) だけで, あとはすべ
て減少となっている｡ また図から読み取れるように, 平均すると, 表彰企業のうち従業者
数50人未満の規模の小さな層は経営が安定しており, この20年間の経済変動 (特に長引い
た不況) に耐えてきたと見ることができる｡ 逆に大規模層では, 300人以上の層が４億
2062万円増と業績を拡大したのに対して, 200～299人層 (６億4956万円), 100～199人層
(２億8794万円) で大きく低下している｡ 規模拡大に成功して売りあげを拡大した企業と,
逆に規模を縮小させた企業とで相反する結果となっていることに注意する必要がある｡
 創業年別実績
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図26 表彰企業規模別分布 (表彰時)
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図27 従業者規模別実績 (１社あたり売上高差額, 単位：万円)
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このほか, 1336社の企業については創業年がわかっており, それらをもとに分析するこ
とができる｡ まず創業年代別に見ると, 図28でわかるように戦後の高度成長が終わるころ
までに創業した企業が全体の約60％を占めており, 次いで石油危機からバブル期までが22
％となっている｡ 第二次世界大戦前の創業は12.1％であり, 江戸時代以前に限定すると８
社 (0.6％) と少なくなっている｡ 最も古い企業は, 創業が1590年と伝えられている伊場
仙 (第22回, 平成20年) であった｡
また, 図29により創業年代別に表彰後の売上高の実績を見ると, 平成に入ってから創業
し, 受賞した企業の業績だけが伸びている｡ 明治・大正期と戦後バブル期に創業した企業
の業績はそれほど落ち込んでいない｡ 一方戦後から高度成長期までに創業した企業の場合
は業績を低下させている｡ この結果から見る限り, 昭和期に創業して高度経済成長の影響
を受けている企業の表彰後の落ち込みが目立つ｡
６ 終わりに (本研究の含意)
企業表彰制度で表彰された企業の調査により明らかになったことは, 以下の５点である｡
製造業が半数以上を占め, 特に機械・金属関係の企業が多かった｡
売上高を伸ばした企業は全体の４分の１程度で, この間の不況の影響が現れたと見る
ことができる｡
取引がなくなって金庫との関係が切れた企業が約15％ある｡ これらの企業を推薦した
金庫は再編成により規模を拡大した金庫グループに多くなっている｡
金庫を規模別に分類した４つのグループのうち, 小規模金庫グループと大規模金庫グ
ループが表彰した企業の業績の低下が目立っている｡ これは, 金庫の立地条件が影響
しているのか, あるいはその他の要因が働いているのか, このデータだけで判断する
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図28 開業年代別企業数
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図29 開業年代別経営実績 (１社あたり売上高差額, 単位：万円)
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ことはできない｡
表彰企業のうち, 売上高規模が大きくなるに従って表彰後の業績の落ち込み幅が大き
くなっている｡
表８で示したように売上高10億円以下の企業では表彰時と現在時との比較における変化
は10億円以上の企業と比べて少ない｡ このことは図27で従業者規模での実績をみると一層
はっきりする｡ 従業者数で50人以上, 売上高で10億円を超えた企業の業績が落ち込み幅が
大きく, それ以下の企業の業績はそれほど悪くなっていない｡ このことは信用金庫の取引
先として50人, 10億円を超える企業に対する対応の仕方に課題があると見ることができる｡
信用金庫が表彰してきた2300社あまりの企業が示しているのは, 東京が製造業の集積を
持っていた (いる) ということである｡ また, 金庫の規模と表彰企業の表彰後のパフォー
マンスに何らかの影響がある可能性も指摘できる｡ この点は繰り返し指摘したようにデー
タの信頼性に多少問題があるので, この調査だけで結論づけることはできないが, さらに
調査する必要がある｡
さらに, 10億円を境に表彰後のパフォーマンスが分かれるということは, 企業が成長し
て規模を拡大していく過程で信用金庫がどのように対応すべきかを考える際に, 一つの目
安を提供しているのではないかと思われる｡
７ 企業表彰制度の意義と今後の課題
 表彰企業の活用法
表彰企業は文字通り金庫の優良取引先であり, 金庫経営の柱となる存在である｡ また,
それぞれの地域経済や地域社会において重要な役割を果たしている企業も多い｡ その意味
で, これら企業との関係を友好的に保つことが重要な意味を持つことになるであろう｡ 優
良であるだけに, 規模拡大により信用金庫から離れていく企業もあるだろう｡ しかし, そ
れまでの信金とのきづなを大切にして取引を継続している企業も多いのである｡
また, 表彰企業は他企業の模範となるべき優れた経営を行っている場合が多い｡ こうし
た優れた実践を取引先の他の企業にも広め, 地域で学びあうことは金庫と取引先企業の双
方にとって有益である｡ また, 金庫職員の研修としても有効な取り組みとなる｡ その意味
で, 表彰企業の実践を共有しながら金庫全体で有効に活用し, さらに良好な関係を発展さ
せることを目指すべきである｡
調査員の聞き取り調査においては, 会社の成り立ちや事業展開における創意工夫, 他社
との関係, 今後の見通しなど当該企業に関する様々な情報が経営者の口から出てくること
が多い｡ 従って, 担当の支店においても支店長や担当者を調査に立ち会わせて, そうした
情報を双方で共有化することが今後の取引において重要な意味を持つ｡
金融危機以降にリレーションシップバンキング (リレバン) という手法が重視されるよ
うになり, 貸し付けの際に審査する手法として定性的な情報を判断基準に織り込むことが
有効とされるようになっている｡ 地域密着型金融機関であることを自他共に認める信用金
庫においては, 企業や経営者に関する表面に出てきにくい情報を入手することが求められ
ている｡ 企業表彰における聞き取り調査は, そうした情報を得る絶好のチャンスなのであ
る｡
 企業表彰制度の今後の課題
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この企業表彰制度は, 1987年に始まって既に23年が経過し, これまでに2300社以上の企
業が表彰されている｡ 現場からの声を聞くと, そろそろ表彰すべき企業が出尽くした, と
いう意見が出ているようである｡ しかし, 既に指摘したようにこの制度は金庫にとって重
要な役割を果たしている｡ 金庫にとって情報収集の優れた手段となっているだけでなく,
企業側においても, 自社の存在を外部に伝えるよい手段になる｡ また, 小零細企業の場合,
会社の歴史やこれまでの事業活動の記録を残すことは難しいので, こうした調査で記録と
して残すことは, 企業としてもメリットが大きいといえよう｡
一方, 既に指摘したように, これまでの表彰企業は製造業に偏っており, 現在の産業構
造から見ると現実を反映していない｡ 表彰企業の選考基準として, 第３次産業 (特にサー
ビス業) の企業が対象となりやすいような選考基準を作るべきである｡ 具体的には, 企業
の業績の安定性 (赤字を出さずに事業を続けてきたこと) や, 顧客との関係, 地域との連
携, 雇用面での優れた取り組み, などが考えられる｡
これまでは独自の技術や特色ある製品など, 外見的にわかりやすいものを持っているこ
とで推薦される例が多かったが, 今後は企業内部で行われている事業活動での優れた事例
(組織・人事, 福利厚生等) や, 経営の安定 (長期間赤字を出さず, あるいは雇用を守っ
ていることなど) のような過去の実績など, 技術や製品の独自性がなくても推薦できるよ
うな基準作りをすることも検討するべきである｡ さらに, サービス部門の企業 (介護福祉,
医療, 教育, アミューズメント, 子育て支援など), 新興企業の発掘などで, 表彰企業の
範囲を拡大して多くの企業を表彰するようにしたらよいように思われる｡
さらにで述べたように, 表彰企業の優れた実績を何らかの形で社会に提供して, 地域
経済活性化に結びつけることを目指すことも考慮したらどうであろうか｡ 優れた企業につ
いては, いくつかピックアップして事例集として出版することも十分可能であるし, 意義
もある｡
企業表彰は金庫と会員企業のWIN-WIN 関係を作り出す効果を持っており, 厳しい競
争環境におかれた信用金庫業界において重要な戦略ツールになり得るものである｡ それを
意識して継続するのか, それともこれまでの取り組みの延長線上で機械的に継続するとい
う姿勢で取り組むかによって, 効果は大きく異なってくるであろう｡
この研究は筆者が千葉商科大学から与えられた１年間の国内留学により実現したものの
一部である｡ 研究に際して東京都信用金庫協会からは格別の配慮と支援をいただいた｡ 同
協会と加盟金庫に対してここに感謝の意を表する次第である｡
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[抄 録]
本研究は, 社団法人東京都信用金庫協会が昭和62年から実施している ｢会員企業表彰制
度｣ において, これまでに表彰された企業 (約2300社) を対象として行った調査分析の結
果である｡ これら企業について, 表彰時点のデータに加えて現在のデータを提供してもら
い, それらから東京の信用金庫取引先企業の地域的・業種的特性, 取引先金庫の規模との
関連などについて分析を行った｡
この研究において, 表彰企業の分布が事業所統計で見られる分布と比べて偏りがあるこ
とが確認できた｡ また, 表彰企業の比率が高い地域においても, その地域の産業構成によ
り実績に差が出ていることも指摘できる｡ 特に機械・金属系産業の比率が高い地域ほど表
彰後のパフォーマンスが良好であることが把握できた｡
これらのことから, 都内23区 (特に城東地域) において製造業の集積が依然として機能
を発揮していることが確認された｡ また, 表彰企業の規模によって, 表彰後のパフォーマ
ンスに差が出ていることも確認できた｡
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